
平成23年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 農林整備課

　○農道維持管理事業
　　・農道除草作業委託事業（緊急雇用創出事業）・・・市が管理する農道の除草作業、側溝清掃作業等を豊肥地区シルバー人材セン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ターへ委託し実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（広域農道　3路線、農免農道　3路線、延長L=27,522㎞）　8,015,400円

　　・農業水利施設管理道路管理委託事業・・・石場ダム管理道路の除草作業、側溝清掃作業等を野津土地改良区へ委託して実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　600,000円

　　・農道管理事業・・・重機借上料　／道路敷き内の崩土除去作業を実施（6件）　499,937円
　　　　　　　　　　　　　　 農道台帳管理業務負担金　／県営事業で整備した農道の台帳管理業務に対する負担金　100,000円
　　　　　　　　　　　　　 　土地使用料　／　排水路末端処理のためJR九州所有地を使用　A=20㎡　5,500円

　　・農道補修事業・・・地元からの要望、定期的な点検パトロールにより把握した補修箇所の対策工事を実施（3件）　1,779,750円

　○原材料支給事業
　　・原材料支給事業・・・受益者が実施する農業用施設の補修、改修等に必要な材料を支給（56地区）　14,544,866円
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２１～Ｈ２３（決算額）、Ｈ２４（予算現額） ６．H25年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）
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広域農道、農免農道等、幹線的な農道は通行者も多く定期的な維持
管理特に春から秋の除草作業が安全な通行確保に欠かせない状況
である。
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23,615 25,332 25,593
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通行者の安全な通行を確保を目的に
実施する維持管理事業の必要性は
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県営事業等で整備された農道
が、平成23年度より随時大分
県から豊後大野市へ管理移管
される予定である。管理移管後
は、市が農道として管理するた
め。
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活動指標の分析 3
異常気象発生後の点検はもとより、
定期的な点検パトロールによる補修
箇所の把握は重要である
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継続 限られた予算の中で事業効果を上げること

3
対策工事の実施により、目標である
通行者の安全な通行が確保されてい
ると判断する
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農道管理者は地元であるが、一定要
件農道については市が管理者である
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事業対象の確認 3
対象者は農道の通行者であるため、
公共性は高い
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